
議案第７３号 

 

大口町特別職の秘書の職の指定等に関する条例の制定について 

 

大口町特別職の秘書の職の指定等に関する条例を別紙のように定めるものとす

る。 

 

  令和７年１１月２１日提出 

 

大口町長   鈴 木 雅 博 

 

（提案理由） 

この案を提出するのは、特別職の秘書の職の指定に関し必要な事項を定めること

に伴い、この条例を制定するため必要があるからである。 
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大口町特別職の秘書の職の指定等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第

４号の規定に基づき、特別職の秘書の職の指定に関し必要な事項を定めるととも

に、当該秘書の職にある者の定数並びに給与及び旅費に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（秘書の職の指定等） 

第２条 地方公務員法第３条第３項第４号の条例で指定する秘書の職は、町長の秘

書の職とする。 

２ 前項に規定する町長の秘書の職にある者（以下「秘書」という。）の定数は、１

人とする。 

 （給料） 

第３条 秘書の給料月額は、３３５，０００円とする。 

（手当）  

第４条 秘書には、通勤手当及び期末手当を支給する。 

２ 通勤手当の額は、大口町職員の給与に関する条例（昭和３６年大口村条例第４

号）に規定する一般職の職員の例による。 

３ 期末手当の額は、大口町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例（昭和３６年大口村条例第３号。以下「特別職の給与及び旅費条例」という。）

に規定する町長等の例による。 

 （旅費） 

第５条 秘書の旅費の額は、特別職の給与及び旅費条例に規定する町長等の例によ

る。 

 （給与等の支給方法等） 

第６条 第３条から前条までに定める給料、手当及び旅費の支給方法等は、特別職 

の給与及び旅費条例に規定する町長等の例による。 

（退職手当） 
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第７条 退職手当の額及び支給方法については、愛知県市町村職員退職手当組合退 

職手当条例（昭和４０年愛知県市町村職員退職手当組合条例第１号）による。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長

が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１２月１日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、令和１１年１０月３１日限り、その効力を失う。 
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制 定 要 旨 

 

１ 趣旨 

一般職の職員は、地方公務員法により政治的中立が求められるため、首長が政務

を行う際にその業務を補佐することができません。現在町長は、全国町村会代行副

会長及び愛知県町村会長の職にあり、公務と政務が一度の出張等で混在することも

あります。こうしたことを勘案し、諸事業がより円滑に推進できるように、地方公

務員法の適用外となる「特別職に位置付けられた秘書」を指定するものです。 

 ※地方公務員法の規定については、次ページを参照。 

 

２ 特別秘書について 

定 員 １名 

任 期 令和７年１２月１日から令和１１年１０月３１日まで 

指定する職 町長の秘書（特別職） 

給 料 

大口町職員の給与に関する条例の別表第１行政職給料表 （一）の適 

用を受ける職員の例により町長が定める。 

 → 月額３３５，０００円（主査級相当） 

手 当 通勤手当、期末手当、退職手当 

業務内容 

町長の公務及び政務※に関する秘書業務 

※政治的行事や会議に関する日程調整や随行、政党や政治団体等からの

情報収集など。 
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【参考】地方公務員法 抜粋 

 

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法

人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の全ての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職

と特別職とに分ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は、次に掲げる職とする。 

(1) 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によ

ることを必要とする職 

(1)の２ 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

(2) 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定め 

る規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを

含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

(2)の２ 都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの 

(3) 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者

の職（専門的な知識経験又は識見を有する者が就く職であつて、当該知識経

験又は識見に基づき、助言、調査、診断その他総務省令で定める事務を行う

ものに限る。） 

(3)の２ 投票管理者、開票管理者、選挙長、選挙分会長、審査分会長、国民投

票分会長、投票立会人、開票立会人、選挙立会人、審査分会立会人、国民投

票分会立会人その他総務省令で定める者の職 

(4) 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職

で条例で指定するもの 

 ― 略 ― 

（この法律の適用を受ける地方公務員） 

第４条 この法律の規定は、一般職に属するすべての地方公務員（以下「職員」

という。）に適用する。 

２ この法律の規定は、法律に特別の定がある場合を除く外、特別職に属する地

方公務員には適用しない。 
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